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 当社は、第168期定時株主総会招集ご通知に際して提供すべき書類のうち、連結計算書類の連 

結株主資本等変動計算書および連結注記表、ならびに計算書類の株主資本等変動計算書および

注記表につきましては、法令および定款第17条の規定に基づき、 

当社ホームページ（http://www.morinaga.co.jp/company/ir/stock/invite.html）  

に掲載することにより株主の皆さまに提供しております。 



(単位　百万円)

当期首残高 18,612 17,186 23,080 △2,551 56,328 8,222 62 1,847 △134 9,998 3,067 69,393

連結会計年度中
の変動額

   剰余金の配当 △1,561 △1,561 △1,561

   親会社株主に帰属する
   当期純利益

8,092 8,092 8,092

   自己株式の取得 △31 △31 △31

   自己株式の処分 　－ 0 0 0 0

   株主資本以外の
   項目の連結会計
   年度中の変動額
   (純額)

1,945 △187 △551 524 1,731 △401 1,330

連結会計年度中
の変動額合計

　－ 　－ 6,530 △31 6,499 1,945 △187 △551 524 1,731 △401 7,829

当期末残高 18,612 17,186 29,611 △2,582 62,828 10,167 △124 1,296 390 11,729 2,665 77,223

純資産
合計株主資本

合計

株主資本

利益剰余金資本金
その他

有価証券
評価差額金

非支配株主
持分

その他の包括利益累計額

繰延ヘッジ
損益

為替換算
調整勘定

その他の包括
利益累計額合計

連結株主資本等変動計算書

資本剰余金

平成27年4月 1日から 平成28年3月31日まで

自己株式
退職給付

に係る
調整累計額
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（連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項に関する注記等）
１．連結の範囲に関する事項
　 　　連結子会社連 結 子 会 社 の 数 19社 (主要会社名 高崎森永㈱) 
　 　　非連結子会社非 連 結 子 会 社 の 数 　２社 (主要会社名 森永リスクコンサルティング㈱)

　当連結会計年度より、新たに設立した森永市場開発㈱（平成27年４月１日設立）を連結の範囲に含めておりま
す。また、持分法適用の非連結子会社であった森永アメリカフーズ㈱は重要性が増したため、連結の範囲に含め
ております。
（連結の範囲から除いた理由）
　非連結子会社は小規模であり、合計の総資産、売上高、当期純損益（持分に見合う額）及び利益剰余金（持分
に見合う額）等は、いずれも連結計算書類に重要な影響を及ぼしていないためであります。

２．持分法の適用に関する事項
　 　　非連結子会社非 連 結 子 会 社 の 数 　２社 (主要会社名 森永リスクコンサルティング㈱)

３．連結子会社の事業年度等に関する事項
    連結子会社の決算日については、㈱アントステラは２月29日、台湾森永製菓股份有限公司、上海森永食品有
　限公司、森永食品（浙江）有限公司、米国森永製菓㈱、森永キノインドネシア㈱、森永アメリカフーズ㈱は12
　月31日であり、その他の連結子会社は３月31日であります。
　　連結計算書類作成にあたっては、当該会社の決算日現在の計算書類を使用しておりますが、連結決算日との
　間に生じた重要な取引については、連結上必要な調整をすることとしております。

４．会計方針に関する事項
(1)重要な資産の評価基準及び評価方法
    ①有価証券
　    その他有価証券
        時価のあるもの･･･連結決算日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部純資産直入法により処理

　  し、売却原価は移動平均法により算定しております。）
        時価のないもの･･･移動平均法による原価法
    ②デリバティブ
　　　　時価法
    ③主たるたな卸資産
      商品及び製品
　　　    主として総平均法による原価法（貸借対照表価額については収益性の低下に基づく簿価切下げの方法）
        を採用しております。
      仕   掛   品
　　　    主として総平均法による原価法（貸借対照表価額については収益性の低下に基づく簿価切下げの方法）
        を採用しております。
      原材料及び貯蔵品
　　　    主として総平均法による原価法（貸借対照表価額については収益性の低下に基づく簿価切下げの方法）
        を採用しております。

(2)重要な減価償却資産の減価償却の方法
　  ①有形固定資産（リース資産を除く）
　　    当社及び国内連結子会社は、建物を除く有形固定資産は定率法、建物については定額法を採用しており
      ます。在外連結子会社は、定額法によっております。
　　　  なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。

建 物 及 び 構 築 物 15 年  ～ 45 年
機 械 装 置 10 年  ～ 12 年

　　②無形固定資産（リース資産を除く）
　　　　定額法を採用しております。
　　③リース資産
        所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産
　　　　　リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によっております。

　連　 結 　注 　記 　表  
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(3)重要な引当金の計上基準
　  ①貸倒引当金　
      　債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の
      債権については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しております。
　  ②賞与引当金　
      　従業員に対して支給する賞与の支出に充てるため、支給見込額に基づき当連結会計年度に見合う分を計
　　　上しております。
　　③役員賞与引当金
　　　　役員賞与の支出に備えて、当連結会計年度に係る支給見込額を計上しております。
　  ④役員退職慰労引当金　
　　　　当社は、役員退職慰労金の支給に充てるため、支給内規に基づく連結会計年度末要支給額を計上してお
　　　ります。
　　　　なお、当社は平成15年６月に役員退職慰労金支給規則を改定しており、平成15年７月以降対応分につい
      ては引当計上を行っておりません。　　
　  ⑤環境対策引当金　
　　　　保管中のポリ塩化ビフェニル（ＰＣＢ）廃棄物の処理に備えるため、当連結会計年度末において発生し
　　　ていると認められる金額を計上しております。

(4)退職給付に係る会計処理の方法
　  ①退職給付見込額の期間帰属方法
      　退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当連結会計年度末までの期間に帰属させる方法につい
      ては、給付算定式基準によっております。
　  ②数理計算上の差異及び過去勤務費用の費用処理方法
      　過去勤務費用は、その発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（13年）による定額法によ
　　　り費用処理しております。
      　数理計算上の差異は、各連結会計年度の発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（
　　　キャッシュバランス型年金制度、退職一時金制度共13年）による定額法により按分した額をそれぞれ発生
　　　の翌連結会計年度から費用処理することとしております。

(5)のれんの償却方法及び償却期間
　  のれんの償却については、その効果の発現する期間を個別に見積もり、20年以内の合理的な年数で均等償却
　 　（僅少な場合には一括償却）しております。

(6)その他連結計算書類作成のための重要な事項
　  消費税等の会計処理　
      　消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっております。
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（連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項の変更）
（会計方針の変更）

（企業結合に関する会計基準等の適用）
　「企業結合に関する会計基準」（企業会計基準第21号　平成25年９月13日。以下「企業結合会計基準」とい
う。）、「連結財務諸表に関する会計基準」（企業会計基準第22号　平成25年９月13日。以下「連結会計基準
」という。）、及び「事業分離等に関する会計基準」（企業会計基準第７号　平成25年９月13日。以下「事業
分離等会計基準」という。）等を当連結会計年度から適用し、支配が継続している場合の子会社に対する当社
の持分変動による差額を資本剰余金として計上するとともに、取得関連費用を発生した連結会計年度の費用と
して計上する方法に変更いたしました。また、当連結会計年度の期首以後実施される企業結合については、暫
定的な会計処理の確定による取得原価の配分額の見直しを企業結合日の属する連結会計年度の連結財務諸表に
反映させる方法に変更いたします。加えて、当期純利益等の表示の変更及び少数株主持分から非支配株主持分
への表示の変更を行っております。
　企業結合会計基準等の適用については、企業結合会計基準第58－２項（４）、連結会計基準第44－５項（４
）及び事業分離等会計基準第57－４項（４）に定める経過的な取扱いに従っており、当連結会計年度の期首時
点から将来にわたって適用しております。
　なお、当連結会計年度において、連結計算書類及び１株当たり情報に与える影響額はありません。
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（連結貸借対照表に関する注記）

１．担保資産
担保に供している資産

投 資 有 価 証 券 938 百万円
上記に対する債務

流 動 負 債 の 「 そ の 他 」
( 従 業 員 預 り 金 ) 276 百万円

２．有形固定資産の減価償却累計額
建 物 及 び 構 築 物 35,893 百万円
機械装置及び運搬具 66,117 百万円
リ ー ス 資 産 760 百万円
そ の 他 3,127 百万円

計 105,898 百万円

３．保証債務

従 業 員
（ 住 宅 融 資 ）

5 百万円
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（連結株主資本等変動計算書に関する注記）

１．当連結会計年度の末日における発行済株式の総数
　普通株式 270,948,848 株

２．当連結会計年度中に行った剰余金の配当に関する事項

３．当連結会計年度の末日後に行う剰余金の配当に関する事項
　平成28年６月29日開催の定時株主総会の議案として、普通株式の配当に関する事項を次のとおり提案する予定であります。

1,821 百万円
7.00 円

　なお、配当原資については、利益剰余金とすることを予定しております。

（１株当たり情報に関する注記）

１．１株当たり純資産額 286円50銭

２．１株当たり当期純利益 31円09銭

平成28年３月31日
平成28年６月30日

(ア)配当金の総額・・・・・・・・
(イ)１株当たり配当額・・・・・・
(ウ)基準日・・・・・・・・・・・
(エ)効力発生日・・・・・・・・・
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－  

　資産計 66,230 66,230

16,455

(6)デリバティブ取引 180

（金融商品に関する注記）
 １．金融商品の状況に関する事項

(1)金融商品に対する取組方針

(2)金融商品の内容及びそのリスク並びにリスク管理体制

　有利子負債のうち、社債は主に営業取引に係る資金調達であり、長期借入金は主に設備投資に係る資金調達です。

連結貸借対照表
計上額

時価

営業債権である受取手形及び売掛金は、顧客の信用リスクに晒されております。当該リスクに関しては、内規に従
い、取引先ごとの期日管理及び残高管理を行うとともに、主な取引先の信用状況を定期的に把握する体制となっており
ます。

デリバティブ取引については、経理部長が主管となり、取引の内容に応じ「社内規定」に定められた手続きに基づい
て決定しております。その決定された取引の執行及び管理は各関連部門で行われ、常にデリバティブ取引の残高状況、
評価損益状況を把握し、随時経理部長に報告されます。経理部長は必要と認められる場合に随時ポジション状況等を経
理部担当取締役に報告します。

 ２．金融商品の時価等に関する事項

　また、営業債権債務の一部には外貨建てのものがあり、為替変動リスクに晒されておりますが、当社グループでは、
為替予約を利用しており、決済時におけるリスクをヘッジしております。

　平成28年３月31日における連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりであります。

(2)受取手形及び売掛金 19,329

(3)投資有価証券

(1)現金及び預金

－  

10,000

9,197

10,058

(1)支払手形及び買掛金

9,197(2)未払金

16,995

26,714

19,329

－  

58 

－  

20,186

当社グループは、必要に応じ、短期資金は銀行借入等により、長期資金は銀行借入や社債発行等により調達する方針
であります。一時的な余資の運用は、安全性の高い金融資産にて行います。デリバティブは、借入金の金利変動リスク
や製品及び原材料の輸出入等による為替変動リスクを回避するために利用しており、投機的な取引は行いません。

　営業債務である支払手形及び買掛金は、そのほとんどが１年以内の支払期日です。

投資有価証券である株式は、市場価格の変動リスクに晒されておりますが、主に業務上の関係を有する企業の株式で
あり、定期的に把握された時価が経理部担当取締役に報告されております。

26,714

(単位　百万円)

差額

－  

180

デリバティブ取引の相手方は格付けの高い銀行に限られており、取引相手方の債務不履行による損失の発生は想定し
ておりません。

　  　その他有価証券
20,186

16,446 9 (4)長期借入金(*1)

　負債計 58,890

(5)受入敷金保証金 6,069

(3)社債

6,069

16,995

－  

－  

－  

58,957 67 

　(*1)１年以内返済予定の長期借入金は長期借入金に含めております。
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資産

負債

（6）デリバティブ取引
　     取引先金融機関から提示された価格によっております。

（1）支払手形及び買掛金、（2）未払金

（1）現金及び預金、（2）受取手形及び売掛金

（注１）金融商品の時価の算定方法並びに有価証券及びデリバティブ取引に関する事項

       これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によっております。

       これらの時価について、株式は取引所の価格によっております。
（3）投資有価証券

　　   時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によっております。

（3）社債
       当社の発行する社債の時価は、市場価格に基づき算定しております。

　　   長期借入金の時価については、元利金の合計額を、同様に新規借入を行った場合に想定される利率で割り引
     いて算定する方法によっております。

　　   主としてゴルフ会員権について、リスクフリーレートで割引計算しております。
（5）受入敷金保証金

（4）長期借入金

（賃貸等不動産に関する注記）

 １．賃貸等不動産の状況に関する事項

（注２）非上場株式（連結貸借対照表計上額 537百万円）は、市場価格がなく、かつ将来キャッシュ・フローを見積
　　　　もることなどができず、時価を把握することが極めて困難と認められるため、「(3)投資有価証券　その他有価
　　　　証券」には含めておりません。

（注１）連結貸借対照表計上額は、取得原価から減価償却累計額を控除した金額であります。

（注２）当連結会計年度末の時価は、主要な物件については社外の不動産鑑定士による不動産鑑定評価書に基づく
        金額、その他の物件については「不動産鑑定評価基準」に基づいて自社で算定した金額であります。

　当社グループは、東京都その他の地域において、賃貸用商業施設等（土地を含む）を有しております。

 ２．賃貸等不動産の時価に関する事項
(単位　百万円)

連結貸借対照表計上額 時価

6,291 17,503 
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（税効果会計に関する注記）

 1．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別内訳
（１）流動資産

繰延税金資産
未払費用（販売促進費） 842百万円
賞与引当金 744百万円
その他 762百万円
　小計 2,349百万円
評価性引当額 △40百万円
繰延税金資産合計 2,309百万円

（２）固定資産
繰延税金資産

退職給付に係る負債 392百万円
繰越欠損金 535百万円
その他 18百万円
　小計 946百万円
評価性引当額 △417百万円
繰延税金資産合計 529百万円

（３）固定負債
繰延税金負債

退職給付に係る資産 △591百万円
固定資産圧縮積立金 △4,372百万円
その他有価証券評価差額金 △4,013百万円
その他 △450百万円
繰延税金負債合計 △9,427百万円
(控除される繰延税金資産)
退職給付に係る負債 1,990百万円
退職給付信託設定額 703百万円
減損損失(土地) 1,027百万円
投資有価証券評価損 339百万円
未実現固定資産売却益 502百万円
その他 694百万円
　小計 5,258百万円
評価性引当額 △1,434百万円
繰延税金資産合計 3,824百万円
繰延税金負債の純額 △5,603百万円
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 ２．法人税等の税率の変更による繰延税金資産及び繰延税金負債の金額の修正
　　「所得税法等の一部を改正する法律」（平成28年法律第15号）及び「地方税法等の一部を改正す
　る等の法律」（平成28年法律第13号）が平成28年３月29日に国会で成立したことに伴い、当連結会
　計年度の繰延税金資産及び繰延税金負債の計算（ただし、平成28年４月１日以降解消されるものに
　限る）に使用した法定実効税率は、前連結会計年度の31.3％から、回収又は支払が見込まれる期間
　が平成28年４月１日から平成30年３月31日までのものは30.9％、平成30年４月１日以降のものにつ
　いては30.6％にそれぞれ変更されております。
　　その結果、繰延税金資産及び繰延税金負債の金額がそれぞれ16百万円及び138百万円減少し、当
　連結会計年度に計上された法人税等調整額が23百万円減少し、退職給付に係る調整累計額が３百万
　円、その他有価証券評価差額金が94百万円それぞれ増加しております。
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（退職給付会計に関する注記）

１．採用している退職給付制度の概要
　　当社及び連結子会社（一部を除く）は、従業員の退職給付に充てるため、積立型、非積立型の確定給付制度を採用しておりま
　す。また、当社は確定給付企業年金制度として市場金利連動型のキャッシュ・バランス・プランを導入しております。
　　確定給付企業年金制度には、退職給付信託が設定されております。退職一時金制度（非積立型制度でありますが、退職給付信
　託を設定した結果、積立型制度となっているものがあります。）では、退職給付として、給与と勤務期間に基づいた一時金を支
　給しております。
　　なお、連結子会社（一部を除く）が有する退職一時金制度は、簡便法により退職給付に係る負債及び退職給付費用を計算して
　おります。

２．確定給付制度
　（１）退職給付債務の期首残高と期末残高の調整表（簡便法を適用した制度を除く。）

退職給付債務の期首残高 15,401 百万円
勤務費用 883 百万円
利息費用 132 百万円
数理計算上の差異の発生額 △4 百万円
退職給付の支払額 △506 百万円
その他 3 百万円

退職給付債務の期末残高 15,908 百万円

　（２）年金資産の期首残高と期末残高の調整表（簡便法を適用した制度を除く。）
年金資産の期首残高 10,250 百万円

期待運用収益 103 百万円
数理計算上の差異の発生額 646 百万円
事業主からの拠出額 601 百万円
退職給付の支払額 △283 百万円
その他 △2 百万円

年金資産の期末残高 11,315 百万円

　（３）簡便法を適用した制度の、退職給付に係る負債の期首残高と期末残高の調整表
退職給付に係る負債の期首残高 1,226 百万円

退職給付費用 129 百万円
退職給付の支払額 △93 百万円

退職給付に係る負債の期末残高 1,262 百万円

　（４）退職給付債務及び年金資産の期末残高と連結貸借対照表に計上された退職給付に係る負債及び退職給付に係る資産の調整表
積立型制度の退職給付債務 15,908 百万円
年金資産 △11,315 百万円

4,593 百万円
非積立型制度の退職給付債務 1,262 百万円
連結貸借対照表に計上された負債と資産の純額 5,856 百万円

退職給付に係る負債 7,787 百万円
退職給付に係る資産 △1,931 百万円
連結貸借対照表に計上された負債と資産の純額 5,856 百万円
（注）簡便法を適用した制度を含みます。
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　（５）退職給付費用及びその内訳項目の金額
勤務費用 883 百万円
利息費用 132 百万円
期待運用収益 △103 百万円
数理計算上の差異の費用処理額 182 百万円
過去勤務費用の費用処理額 △69 百万円
簡便法で計算した退職給付費用 129 百万円
確定給付制度に係る退職給付費用 1,154 百万円

　（６）退職給付に係る調整額
退職給付に係る調整額に計上した項目（税効果控除前）の内訳は次のとおりであります。

過去勤務費用 △75 百万円
数理計算上の差異 833 百万円
合計 758 百万円

　（７）退職給付に係る調整累計額
退職給付に係る調整累計額に計上した項目（税効果控除前）の内訳は次のとおりであります。

未認識過去勤務費用 △375 百万円
未認識数理計算上の差異 △183 百万円
合計 △559 百万円

　（８）年金資産に関する事項
①年金資産の主な内訳

　年金資産合計に対する主な分類ごとの比率は、次のとおりであります。
国内債券 11.4%
国内株式 38.0%
外国債券 3.2%
外国株式 7.4%
保険資産（一般勘定） 27.4%
その他 12.6%
合計 100.0%
（注）年金資産合計には、退職給付信託が35.5%含まれております。

②長期期待運用収益率の設定方法
　年金資産の長期期待運用収益率を決定するため、現在及び予想される年金資産の配分と、年金資産を構成する多様な資産
からの現在及び将来期待される長期の収益率を考慮しております。

　（９）数理計算上の計算基礎に関する事項
当連結会計年度末における主要な数理計算上の計算基礎（加重平均で表しております。）

割引率 0.8%～0.9%
長期期待運用収益率 1.0%
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（重要な後発事象に関する注記）

　　該当事項はありません。

（その他の注記）

　　該当事項はありません。
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(単位  百万円)

株主資本

資 本 剰 余 金 利 益 剰 余 金

その他 利益 剰余金 自己株式 株主資本合計

特別償却準備金
固定資産圧縮

積立金
別途 積立金 繰越利益剰余金

当期首残高 18,612 17,186 17,186 213 10,409 7,000 4,488 22,111 △ 2,551 55,359

事業年度中の変動額

  剰余金の配当 △ 1,561 △ 1,561 △ 1,561 

　固定資産圧縮
　積立金の取崩

△ 601 601 － －

  実効税率の変更に伴う
　積立金の増加

95 △ 95 － －

　特別償却準備金の取崩 △ 57 57 － －

  実効税率の変更に伴う
　準備金の増加

1 △ 1 － －

   当期純利益 6,898 6,898 6,898

   自己株式の取得 △ 31 △ 31 

   自己株式の処分 0 0 0 0

   株主資本以外の
   項目の事業年度
　 中の変動額 (純額)

事業年度中の変動額合計 － － － △ 56 △ 506 － 5,899 5,336 △ 31 5,305

当期末残高 18,612 17,186 17,186 157 9,902 7,000 10,387 27,447 △ 2,582 60,664

(単位  百万円)

当期首残高 7,810 13 7,823 63,182

事業年度中の変動額

  剰余金の配当 △ 1,561 

　固定資産圧縮
　積立金の取崩

－

  実効税率の変更に伴う
　積立金の増加

－

　特別償却準備金の取崩 －

  実効税率の変更に伴う
　準備金の増加

－

   当期純利益 6,898

   自己株式の取得 △ 31 

   自己株式の処分 0

   株主資本以外の
   項目の事業年度
　 中の変動額 (純額)

1,964 △ 108 1,855 1,855

事業年度中の変動額合計 1,964 △ 108 1,855 7,161

当期末残高 9,774 △ 95 9,679 70,343

純資産合計その他
有価証券

評価差額金

繰延ヘッジ
損益

評価・換算
差額等合計

株主資本等変動計算書 平成27年 4月 1日から

評価・換算差額等

利益剰余金
合計

資本剰余金合計資本準備金
資本金

平成28年 3月31日まで
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  １．資産の評価基準及び評価方法
(1) 有価証券の評価基準及び評価方法

・・・・・

時価のあるもの ・・・・・ 期末日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平
均法により算定しております。）

時価のないもの ・・・・・
(2) たな卸資産の評価基準及び評価方法

・・・・・ （貸借対照表価額については収益性の低下に基づく簿価切下げの方法）
・・・・・ （貸借対照表価額については収益性の低下に基づく簿価切下げの方法）
・・・・・ （貸借対照表価額については収益性の低下に基づく簿価切下げの方法）

　　
  ２．固定資産の減価償却の方法

(1) 有形固定資産（リース資産を除く）
　　建物を除く有形固定資産は定率法、建物については定額法を採用しております。なお、主な耐用年数は、建物15年～45年、構築物10年～
　45年、機械装置10年～12年であります。

(2) 無形固定資産（リース資産を除く）
　定額法を採用しております。

(3) リース資産
  所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産
　  　リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によっております。

  ３．引当金の計上基準
(1) ・・・・・ 債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定

の債権については、個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しております。
(2) ・・・・・ 関係会社への投資について実質価値の低下による損失に備えるため、当該会社の実質価値の低下の程

度並びに将来の回復見込等を検討してその所要額を計上しております。
(3) ・・・・・ 従業員に対して支給する賞与の支出に充てるため、支給見込額に基づき当事業年度に見合う分を計上

しております。
(4) ・・・・・ 役員賞与の支出に備えて、当事業年度に係る支給見込額を計上しております。
(5) ・・・・・ 従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務及び年金資産の見込額に基づき

計上しております。
①　退職給付見込額の期間帰属方法
　　退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当事業年度末までの期間に帰属させる方法につ
　いては、給付算定式基準によっております。
②　数理計算上の差異及び過去勤務費用の費用処理方法
　　過去勤務費用は、その発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（13年）による定額　
　法により費用処理しております。
　　数理計算上の差異は、各事業年度の発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数
　（キャッシュバランス型年金制度、退職一時金制度共13年）による定額法により按分した額をそれ
　ぞれ発生の翌事業年度から費用処理しております。

(6) ・・・・・ 役員退職慰労金の支給に充てるため、当社支給内規に基づく事業年度末要支給額を計上しております。
なお、平成15年6月に役員退職慰労金支給規則を改定しており、平成15年7月以降対応分については引

　　　　　　　　　　　　　　　　 当計上を行っておりません。
(7) ・・・・・ 保管中のポリ塩化ビフェニル(PCB)廃棄物の処理に備えるため、当事業年度末において発生していると 

認められる金額を計上しております。

  ４．その他計算書類作成のための基本となる重要な事項
(1) ・・・・・ 退職給付に係る未認識数理計算上の差異、未認識過去勤務費用の会計処理の方法は、連結貸借対照表

におけるこれらの会計処理の方法と異なっております。
(2) ・・・・・ 消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっております。

退 職 給 付 引 当 金

役 員 退 職 慰 労 引 当 金

環 境 対 策 引 当 金

退職給付に係る会計処理

消 費 税 等 の 会 計 処 理

役 員 賞 与 引 当 金

原 材 料 及 び 貯 蔵 品 総 平 均 法 に よ る 原 価 法

貸 倒 引 当 金

投 資 損 失 引 当 金

賞 与 引 当 金

製 品 総 平 均 法 に よ る 原 価 法
仕 掛 品 総 平 均 法 に よ る 原 価 法

 個　　別　　注　　記　　表 

（重要な会計方針に係る事項に関する注記）

子 会 社 株 式 移動平均法による原価法
そ の 他 有 価 証 券

移動平均法による原価法
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     1. 担保資産
　担保に供している資産

投 資 有 価 証 券 938 百万円
　上記に対する債務

従 業 員 預 り 金 276 百万円

     2. 有形固定資産の減価償却累計額
建 物 26,511 百万円
構 築 物 4,370 百万円
機 械 及 び 装 置 52,238 百万円
車 両 運 搬 具 162 百万円
工 具 、 器 具 及 び 備 品 2,503 百万円
リ ー ス 資 産 657 百万円

計 86,442 百万円

     3. 保証債務
従 業 員 ( 住 宅 融 資 ) 5 百万円
森永食品 (浙江 )有限公司 131 百万円
米 国 森 永 製 菓 ㈱ 563 百万円

計 700 百万円

     4. 関係会社に対する金銭債権及び金銭債務
短 期 金 銭 債 権 1,317 百万円

長 期 金 銭 債 権 400 百万円

短 期 金 銭 債 務 3,059 百万円

長 期 金 銭 債 務 8 百万円

（貸借対照表に関する注記）
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関係会社との取引高

　営業取引による取引高

1,825 百万円

29,421 百万円

　営業取引以外の取引による取引高 10 百万円

10,712,845 株

（株主資本等変動計算書に関する注記）

（損益計算書に関する注記）

    売　　　 上　 　　高

当事業年度の末日における自己株式の数

　　仕　　　 入 　　　高

17



1. 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳
  (1)流動資産
      繰延税金資産
        未払費用（販売促進費） 841 百万円
        未払事業税 249 百万円
        賞与引当金 540 百万円
        その他 256 百万円
        繰延税金資産合計 1,888 百万円

  (2)固定負債
      繰延税金負債
        前払年金費用 △386 百万円
        固定資産圧縮積立金 △4,372 百万円
        その他有価証券評価差額金 △4,144 百万円
        その他 △430 百万円
        繰延税金負債合計 △9,333 百万円
      　(控除される繰延税金資産)
        退職給付引当金 1,956 百万円
        退職給付信託設定額 703 百万円
        減損損失(土地) 1,027 百万円
        関係会社株式評価損 1,544 百万円
        投資有価証券評価損 339 百万円
        その他 694 百万円
　　　　　小計 6,266 百万円
　　　　評価性引当額 △2,978 百万円
        繰延税金資産合計 3,288 百万円
        繰延税金負債の純額 △6,045 百万円

2. 法人税等の税率の変更による繰延税金資産及び繰延税金負債の金額の修正
　　「所得税法等の一部を改正する法律」（平成28年法律第15号）及び「地方税法等の一部を改正する等の法律」（平成
　28年法律第13号）が平成28年３月29日に国会で成立したことに伴い、当事業年度の繰延税金資産及び繰延税金負債の計
　算（ただし、平成28年４月１日以降解消されるものに限る）に使用した法定実効税率は、前事業年度の31.3％から、回
　収又は支払が見込まれる期間が平成28年４月１日から平成30年３月31日までのものは30.9％、平成30年４月１日以降の
　ものについては30.6％にそれぞれ変更されております。
　　その結果、繰延税金資産及び繰延税金負債の金額がそれぞれ24百万円及び134百万円減少し、当事業年度に計上された
　法人税等調整額が15百万円減少し、その他有価証券評価差額金が94百万円増加しております。

0

（税効果会計に関する注記）
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1． １株当たり純資産額

2． １株当たり当期純利益

　　該当事項はありません。

　　該当事項はありません。

（１株当たり情報に関する注記）

（重要な後発事象に関する注記）

0

26円50銭     

270円31銭     

（その他の注記）
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